
患者の声でできた・「がん対策基本法」  がん対策推進基本計画  

【基本方針】  

①国民・患者の視点に立ったがん対策  

②総合的かつ計画的ながん対策  

【重点的中和咽む翠翠】 

①放射鱒療法・1ヒ学療法ゐ推進と 

その専門医等の育成  

②治療d初期鱒磨から中経和ケア   

の実施 
③がん登録の推進  

がん対策推進協議会  

（患者■家族も委員に）  

厚生労働大臣  

がん対策推進基本計画案の作成   

【全体目標】（10年以内）  
がん対集推進基本計画  

★具体的な目標と達成時期を明記  
① がん死亡串（※）を   

※75意義溝年紬蓋  
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熟度壬生畠中質向士：チ‡ぎ誉 

都道府県がん対策推進計画  【分野別施策及びその成果や達成度を計  
るための個別目標】  

基本計画の個別目標と評価手法（案）  
－がん対策推進協旛金の資料から－  

【放射線擾法及び化学療法の推進並びに医寿従事者の育成】①  

がん診療を行っている医擾機関が放射線寺法及び化学擾法を実施できるようにするため、まずはそ  
の先導役として、すべての拠点病院において、5年以内に、放射線療法及び外来化学者法を実施  
できる体制を整備すること  

適切な治療が受けたい  

＜国立がんセンター東病院化学療法科の報告＞  
国立がんセンター東病院を受診した「乳がん遠隔転移・遠隔再発例」の78例（2003年2月からの2  

年間）を対象に、初期治療で標準治療が的確に実施されたか、実施された治療法が妥当である  

弁
巧
榔
恥
前
江
鳩
迂
 
 
 

内に、放射線療法部門及び化学擾法部門を設置すること  

評価指標（ベースライン※）  

任）放射綬療法部門を設置している都道府県がん診療  

連携拠点病院及び特定鶴能病院の割合  

e）化学療法部門を設置している都道府県がん診療連  

携拠点病院及び特定機能病院の割合  

評価方法  
① 現況報告書  

② 同上  

ベースラインは「がん診療連携拠点病院の現  
状把握について」（平成19年8月）で把握  



基本計画の個別目標と評価手法（案）  
－がん対策推進協謙会の資料から－  

見捨てないがん医療を  

≪緩和医療・ケアの考え方（WH02002の定義から）≫  

これまで：がん治療ができなくなづたら移行  
【緩和ケア】①  
すべてのがん診掛こ携わる医師が研修等により、緩和ケアについての基本的な知識を習得すること  

評価指標（ベースライン）  

① 開催指針に準拠した緩和ケア研修会の修了者数  
評価方法  

① 厚労省がん対策推進室発行した修了証手  
数で把握（毎年度3月末頃集計）  

痛みのケア  
各種症状のケア  

抗がん治療  

【緩和ケア】②  
原則として全国すべての2次医擾囲lこおいて、5年以内に、緩和ケアの知識及び技能を習得してい  
るがん診凄に携わる医師数を増加させる  

薬物治療発展による治療期間の長期化  
QOLの重要性が増す  

これから：がん治療のスム  ーズな継続、生活の質向上のために  

痛みのケア  
各種症状のケア  

がん脱衣彦7鉄条仁傾瘡筈の腰好ぎβ彪とす高度瘡が  
手動lら題材仁行わカ名よラ仁ノと㈲好きゎた  

基本計画の中間報告・見直しに対する要望①  基本計画の中間報告・見直しに対する要望②  

◆具体的な新計画策定に向けて   

一次期計画では構造から質の評価へ   

一事例として：キャンサーボードで検討している症例割合、除痛率、  

患者・家族満足度、医療従事者満足度、ガイドライン遵守率など  

（がん対策推進協議会提案書取りまとめ担当WGの議論から）   

＞有効な指標の開発  

一拠点病院の現況報告の精査→次期に向け報告内容の見直しも  

ー研究班等の成果を活用→例：Qualitylndicator研究、緩和の評価等  

⇒将来は、がん対策の各項目でQl設定、米Qua］ityForumのよう  

な棲関で患者・市民の視点もいかして   

＞データ収集一分析体制の確立  

一 人手（予算）、汀利用、既存データ利用のための法整備   

◆中間評価指標案では質的評価ができない   
－測定して達成度合いを確認できる指標が設定されていない   

一測定できる指標であっても構造評価ばかりで質的評価指標がない   

一法理念としての大目標に、指標が設定されていない   

＝⇒協議会委員としての自己反省   

－2か月で作成した基本計画→目標設定の議論が十分できていない   

一目積数値を具体的に盛り込んだアクションプランが作成できなかった  

◆ステップとしての中間評価に   

一第一段階として、体制整備の状況把握のための構造評価は意味がある   

一貫二期の新計画策定の際には、質的評価ができる目標設定が必要   



平成21年12月2日  

厚生労働省がん対策推進協議会  

垣添 忠生 会長  

厚生労働省がん対策推進協議会  

提案書取りまとめ担当ワーキンググループ  

平成22年度診療報酬改定における  

がん領域に関する提案について   

平成22年度診療報酬改定に向けた検討については、今後、中央社会保険医療協議会  

（中医協）などにおいて取りまとめられる内容を踏まえて行われることとなる。第10  

回厚生労働省がん対策推進協議会（平成21年6月）においては、がんに関わる診療報  

酬についての提言の必要性について指摘があった。 また、第10回厚生労働省社会保障  

審議会医療部会（平成21年11月）においては、「がん医療の推進」を来年度診療報酬  

改定の基本方針の「充実が求められる領域を適切に評価していく視点」に加え、がん対  

策推進協議会での議論との整合性を図るべきとの指摘があった。中医協においても、平  

成22年度改定における22項目の「今後の主な検討項目例」に、がん領域があげられ  

ている。   

がん対策推進協議会提案書取りまとめ担当ワーキンググループは、「平成22年度がん  

予算提案書～元気の出るがん対策～（案）」を平成21年2月に開催された第9回がん  

対策推進協議会に提出した。同提案書は同協議会において承認され、3月に厚生労働大  

臣に提出されたが、この提案書において指摘されたがん対策・がん診療における問題点  

は、がん予算だけによって対処できるものだけでなく、診療報酬改定によってこそ解決  

が見出されるものが多い。   

これらをふまえ、がん対策推進協議会提案書取りまとめ担当ワーキンググループでは、  

がん医療の推進に関する診療報酬での対応についての意見をとりまとめ、平成22年度  

診療報酬改定に向けたがん対策を推進するための評価の検討について、がん対策推進協  

議会会長に提出するものである。  
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平成22年度診療報酬改定に向けた  

がん対策を推進するための評価の検討について   

国民の死亡原因の第一位であるがんの対策については、平成19年のがん対策基本法  

の施行を契機として、様々な施策が推進されてきたものの、がん医療を提供する医療資  

漁は脆弱であり、いわゆる「がん難民」問題等の解決には程遠いのが実情である。   

長期にわたって持続可能な医療提供体制を維持するにあたっては、税や保険料の負担  

増と給付の関係について、広く国民の議論とコンセンサスを経たうえで明確化するとと  

もに、診療報酬を含む医療費や医療の効率化が不可欠である。また、がん医療において．  

も均てん化と標準治療の推進によって無駄の削減にも努めなければならない。しかし一  

方で、がん対策基本法に基づくがん対策推進基本計画を遂行するためには、がん医療に  

関する診療報酬による評価を充実させることが不可欠である。  
＼  

がん医療の推進については、社会保障審議会等でも「充実が求められる領域を適切に  

評価していく視点」とされており、がん対策基本法やがん対策基本計画においても、「放  

射線療法及び化学療法の推進」「治療の初期段階からの緩和ケアの実施」が記されてい  

る。また、「がん難民」問題等の解決には、拠点病院と地域の医療機関の連携や、在宅  

医療の充実も重要である。平成22年度診療報酬改定に向けた検討については、今後、  

中医協などの場において行われることとなるが、こうした視点をふまえてがん対策の充  

実が図られるために、平成22年度診療報酬改定において適切に評価されるよう配慮を  

求めるものである。  

（※）なお、社会保障審議会等において厚生労働省より提示されている資料「平成22年度診療報酬改定の  

視点等について」では、診療報酬改定にあたっての方向性として、「救急、産科、小児、外科等の医療の再  

建」「病院勤務医の負担の軽減（医療従事者の増員に努める医療機関への支援）」の「2つの重点課題」と、  

「充実が求められる領域を適切に評価していく視点」「患者からみて分かりやすく納得でき、安心・安全で、  

生活の質にも配慮した医療を実現する視点」「医療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、質が高く効  

率的な医療を実現する視点」「効率化の余地があると思われる領域を適正化する視点」の「4つの視点」が  

示されている。   

以下、国のがん対策推進基本計画にある分野別目標を基本とした各分野において、がん対策の推進にあ  

たって診療報酬にて評価を検討すべき具体的な項目を、参考として例示するとともに、それらの項目が上  

記「2つの重点課題」「4つの視点」とどのように関連しているのかについても提示する。  
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がん領域における平成22年度 報酬改定にかかる検討事項例  

（各事項とテーマとの関係を示す一覧表）  
「平成22年度診療報酬改定の『視点  

等』と『方向』について」（次ページ参  

照）における「重点課題」「視点関  

係」と関連がある場合に○  

通し  個別  
提案事項   

重点  
番号   分野  記号  課題1   

ア  がん医療の質の‘見える化”  ○  ○  ○  

2   

全体  がん対策全般にか かる事項                     イ   
がん医療の質の評価  ○  ○  ○   

3  ア  放射線療法の推進  ○  ○  ○  

4  放射線療法および   
化学療法の推進並  

○  ○  ○  

5  ○  ○  ○  

6   日  がんにおける個別診療   ○  ○  ○  

7  ア  緩和ケア診療加算  ○  （⊃  

個別2  緩和ケア  

8  イ  緩和ケア研修修了者の配置  （⊃  ○  

9  ア  在宅医療の充実  ○  ○  

10  
イ  ○  ○  

和ケア）  
ウ  ○  ○  

12   エ   ○  ○  

13  ア  DPCデータや臨床指標の開示  ○  ○  ○  

診療ガイドラインの  
14  ○  （⊃  ○  

推進）  

15   ウ  セカンドオピニオンの推進  ○  ○  ○   

16  ア  地域連携とその他の連携  ○  ○  

医療機関の整備等  
17  （⊃  ⊂）  

トワーク）  

18   ウ  がん難民をなくすために努力している医療機関の評価  ○  （⊃  

20  がん医療に関する  ○  ○  

個別6   相談支援および情  

21  報提供   イ  相談支援センターと患者団体の連携  ○  ○  

22  ア  がん登録に関わる職員の配置  ○  ○  
個別7  がん登録  

23  イ  地域・院内がん登録  ○  ○  

24  個別8  がんの予防（たばこ 対策）  ア  禁煙指導と禁煙対策  ○  ○   

25  個別9  がんの早期発見（が ん診  ア  がんの早期発見に貢献している医療機関の評価  
検）  

（⊃  ○  

個別 10  がん研究  
（診療報酬以外の補助金・科研費・制度面等で対応）  

26  ア  小児がんと稀少がん   ○  ○  

27  イ  長期生存者のフォローアップ   ○  ○  

28   ウ  リンパ浮腫  （⊃  ○  

各事項の内容については、5ページ以降を参照  
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22年産診療報酬改定の「視点等」と「方向」につい  

社会保障審議会等において厚生労働省より捏示されている資料「平成22年度診療報酬改定の視点等について」の内容  

救急・産科・小児・外科等の医療の再建  

【含まれる内容の例】  

重点課題1  ①有床診療所も含めた地域連携による救急患者の受入の推進  
②小児や妊産婦を含めた救急患者を受け入れる医療機関に対する評価  
③新生児等の救急搬送を担う医師の活動の評価  

重点課題  
④急性期後の受け皿としての後方痛床・在宅療養の機能強化  
⑤手術の適正評価  

関係  

病院勤務医への負担の軽減  

重点課題2  【含まれる内容の例】  
①看護師や薬剤師等医師以外の医療職が担う役割の評価  
②看護補助者等医療職以外の職員が担う役割の評価  
③医療クラークの配置の促進など、医師の業務そのものを減少させる取組に対する評価   

充実が求められる領域を適切に評価していく視点  

【含まれる内容の例】  
①質の高い精神科入院医療の推進  

視点関係1  （診歯科医療の充実  
③イノベーションの評価  
＊がん医療の推進  
＊認知症医療の推進  
＊新型インフルエンザ対策等感染症対策の推進  
＊肝炎対策の推進  

患者からみて分かりやすく納得でき、安心・安全で、生活の質にも配慮した医療を実現する視点  

【含まれる内容の例】  
視点関係2  ①医療の透明化・分かりやすさの推進  

4つの視点  ②医療安全対策の推進  

関係  ③心身の特性や生活の質に配慮した医療の実現  
④重症化の予防  

医療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、質が高く効率的な医療を実現する視点  

【含まれる内容の例】  
視点関係3  ①質が高く効率的な急性期入院医療の推進  

②回復期リハビリテーション等の機能強化  
③在宅医療・在宅歯科医療の推進  
④医療職種間、医療職種・介護職種間の連携の推進  

効率化の余地があると思われる領域を適正化する視点  

視点関係4  【含まれる内容の例】  
（》後発医薬品の使用促進  

②医薬品、医療材料、検査に関する市場実勢価格の反映   
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がん対策の推進にあたって、診療報酬において評価を検討すべき具体的な項目を、以  

下に概説する。  

全体分野 がん対策全般にかかる事項  

（1）現状と課題  

（ア）がん医療の質の“見える化”  

がん医療の質のいわゆる「見える化」（可視化）が十分でなく、がん医療の質に対  

する評価も十分でないことに加え、診療報酬体系においても、医療機関が「見える  

化」へ向けた努力が評価されないため、インセンティブが働かない。  

（イ）がん医療の質の評価  

がん医療の各分野（がんの診断から治療、経過観察、緩和医療、終末期医療の各分  

野）の質を評価する指標に対して、診療報酬での対応が十分でなく、がん医療の各   

分野の向上に資する質の評価が適切に行われていない。  

（2）論点  

（ア）がん医療の質の“見える化”  

二次医療圏域における医療機関のがん治療のプロセス指標やアウトカム指標に関  

する情報を収集・分析し、がん医療の比較、評価及び住民への公開を行うベンチマ  

ーキングセンターをがん診療連携拠点病院等に設置することについて、診療報酬に  

て新たに評価する考え方を取り入れてはどうか。  

（イ）がん医療の質の評価  

がん診療連携拠点病院等において、がん医療の各分野（がんの診断から治療、経過   

観察、緩和医療、終末期医療の各分野）の質を、アウトカム指標の達成率によって   

診療報酬を加算もしくは減算することについて、新たに評価する考え方を検討して  

はどうか。  

個別分野1放射線療法および化学療法の推進並びに医療従事者の育成  

（1）現状と課題  

（ア）放射線療法の推進  
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放射線療法の推進にあたっては、放射線治療の専門医（例：放射線腫瘍学会認定医）、  

放射線治療を専門とする診療放射線技師、医学物理士及び放射線品質管理士の配置  

の必要性がかねてより指摘されている。また放射線療法における照射計画の策定、  

ファントム模型による照射線量の測定、小線源による組織内照射、治療後の管理、  

放射性物質の適切な管理についても、適切な評価がされていない。  

（イ）化学療法とチーム医療の推進   

腫瘍内科や血液内科など、化学療法に関わる専門医（例；臨床腫瘍学会によるがん   

薬物療法認定医）、専門・認定看護師、専門薬剤師によるチーム医療が、効果的か  

つ安全な治療に不可欠であるが、インセンティブに乏しく、レジメン委員会におけ  

る化学療法のプロトコル管理についても十分な手当てがなされていない。  

（ウ）入院および外来化学療法の推進  

外来化学療法と比べ、入院化学療法については十分な評価が行われていないととも   

に、また外来化学療法についても医療機関の負担の大きさに比してインセンティブ  

が少なく、外来における患者ケアも不足している。  

（エ）がんにおける診療項目の評価  

手術療法における手技の評価や、術中迅速病理検査の評価、遠隔病理診断の評価、  

キャンサーボードにおけるカンファレンスに対する評価、外来服薬指導への評価な  

ど、がん医療を支える種々の診療報酬上の評価が必要であるが、その重要性につい  

て評価が低い。  

（2）論点  

（ア）放射線療法の推進   

放射線治療の専門医、放射線治療を専門とする診療放射線技師、医学物理士又は放   

射線品質管理士を常勤で配置した場合に、配置した医療機関に対してその人数に応  

じて段階的に評価を行ってはどうか。また、放射線療法における照射計画の策定、  

ファントム模型による照射線量の測定、小線源による組織内照射、治療後の管理、   

IMRT、アイソトープ内用療法、放射性物質の適切な管理についても、評価を加算  

してはどうか。  

（イ）化学療法とチーム医療の推進   

イヒ学療法に関わる専門医や、専門・認定看護師、専門薬剤師を配置した場合に、配  

置した医療機関について、新たに評価を行ってはどうか。また、レジメン委員会に  
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おける化学療法のプロトコル管理や危険製剤の処理について、新たに評価を行って  

はどうか。  

（ウ）入院および外来化学療法の推進   

入院化学療法についても、十分な評価を行ってはどうか。また、外来化学療法につ  

いても、外来化学療法加算を加えて評価するとともに、外来診療部門に患者対応を  

行う看護師の配置について、新たに評価を検討してはどうか。  

（ェ）がんにおける診療項目の評価  

専門医により質の担保された診療部門での化学療法や、手術療法における技量の必   

要な手技を細分化して点数を加点することについて、新たに評価してはどうか。ま  

た術中迅速病理検査、遠隔病理診断の評価、キャンサーボードにおけるカンファレ  

ンスに対する評価や外来服薬指導についても、がん医療を支える観点から新たに評  

価してはどうか。  

個別分野2 緩和ケア  

（1）現状と課題  

（ア）緩和ケア診療加算  

緩和ケアは入院患者のみならず、外来患者にも必要とされているにもかかわらず、  

緩和ケア診療加算を算定できるのは一部の入院患者に限定されている。また、緩和  

ケアを提供する医療資源が相当程度不足しているにもかかわらず、点数が低い。  

（イ）緩和ケア研修修了者の配置  

がん診療に携わる医療者への緩和研修について、がん診療連携拠点病院の義務とし  

ての研修が不十分になっているとの指摘もあり、研修修了者の配置に対する医療機  

関のインセンティブもないため、研修の受講や修了者の配置が促進されない。  

（2）論点  

（ア）緩和ケア診療加算   

算定が入院患者に限定されている緩和ケア診療加算を、外来診療にも拡大してはど  

うか。また、緩和ケア診療加算の点数や、緩和ケア病棟の入院基本料を引き上げて  

はどうか。  
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（イ）緩和ケア研修修了者の配置  

がん診療に携わる医療者への緩和研修について、①国立がんセンター、日本緩和医   

療学会の緩和ケア指導者研修の修了者、②国の定める基準に基づく12時間コース   

の研修の修了者、③その他、①②に準ずる座学やロールプレイ、実地研修など、一   

定の質が担保された研修の修了者の医療機関への配置に対して、診療報酬にて新た  

に評価することを検討してはどうか。  

個別分野3 在宅医療（在宅緩和ケア）  

（1）現状と課題  

（ア）在宅医療の充実  

がん終末期における在宅医療は、患者の全身状態の不良などにより、医療者や家族   

の負担はきわめて大きいにもかかわらず、24時間ケァ体制、病状急変時の緊急入  

院病床の整備など、がん在宅医療全般にわたって診療報酬の評価が低い。  

（イ）在宅医療ネットワークの構築   

病院と在宅医療支援診療所との連携や、病院（医師）と訪問看護機関（看護職）と  

の連携、在宅医療病診連携パスの策定を通じた連携が不足しているために、在宅医   

療の効率的なネットワーク構築が進んでいない。  

（ウ）医療と介護の連携  

がんの在宅緩和ケアの推進にあたっては、病院や在宅医療支援診療所など医療提供   

者のみならず、介護提供者と医療提供者との連携が必要であるが、現状ではその連   

携が不十分であるために、介護資源による効果的なサポートが得られていない。  

（ェ）大規模診療所と医療従事者の育成   

質の高い在宅医療を提供し得る大規模在宅ケア診療所への診療報酬での評価の不   

足により、在宅緩和医療の量的拡大とハブ化が遅れている。また、医療従事者が実   

地にて在宅緩和医療を学べる施設が少なく、医療従事者の育成が進んでいない。  

（2）論点  

（ア）在宅医療の充実  

24時間ケア体制を提供する在宅療養支援診療所への診療報酬の点数を引き上げて  

はどうか。また、がん終末期の緊急入院のために、空床を確保する医療機関への診  
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療報酬を追加してはどうか。  

（イ）在宅医療ネットワークの構築  

病院と在宅診療所の合同カンファレンスの開催や、病院と訪問看護機関との連携、  

地域連携クリティカルパスに基づく患者の紹介に対して、診療報酬にて新たに評価  

してはどうか。  

（ウ）医療と介護の連携   

病院や在宅療養支援診療所などの「医療資源」と、「介護資源」の連携を進めるた  

めに、亜急性期入院医療管理料のがんへの適用拡大を図るなど、新たな考え方を取  

り入れてはどうか。  

（ェ）大規模診療所と医療従事者の育成   

質の高い在宅医療を提供し、地域における在宅緩和ケアを普及させる機能を有する  

スタッフの充実した大規模な在宅療養支援診療所に対して、診療報酬での新たな評  

価を検討してはどうか。また、それらの施設を緩和ケアにおける専門教育機関とし  

て認定し、診療報酬での新たな評価を検討してはどうか。  

個別分野4 診療ガイドラインの作成（標準治療の推進）  

（1）現状と課題  

（ア）DPCデータや臨床指標の開示  

標準治療の推進と医療費の適正化において、DPCの果たす役割は重要であるが、  

DPCによる評価見直しを適時かつ適正に進めるための、DPCデータや臨床指標の  

開示が十分でなく、がん医療の質の向上を阻害する一因となっている。  

（イ）診療ガイドラインの推進  

がんに関わる診療ガイドラインが、全てのがんにおいて策定されておらず、策定さ  

れているがんについても更新が十分でないために標準治療の推進が遅れ、不適切な  

治療が行われる一因となっている。  

（ウ）セカンドオピニオンの推進  

治療の質を担保するセカンドオピニオンについて、セカンドオピニオンを提供する  

医療機関の負担が大きいにもかかわらず、現状では紹介する医療機関のみに診療報   

酬上の評価がされており、セカンドオピニオンの推進を妨げている。  
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（2）論点  

（ア）DPCデータや臨床指標の開示   

個別診療行為の評価や病院全体の評価に資するためのDPCデータや、死亡率、寛   

解率等のアウトカム指標に基づくデータを解析し、住民に対して公開している医療   

機関に対して、診療報酬にて新たに評価する考え方を取り入れてはどうか。  

（イ）診療ガイドラインの推進  

がんに関わる診療ガイドラインの策定されているがんでは、学会等により策定され  

たガイドラインに基づいて院内クリティカルパスを作成し、患者・家族への説明を  

行い治療を行っていることに対して、診療報酬にて評価するという新しい考え方を  

取り入れてはどうか。  

（ウ）セカンドオピニオンの推進  

治療の質を担保するセカンドオピニオンの推進に資するために、セカンドオピニオ  

ンを紹介した医療機関のみならず、セカンドオピニオンを受け入れた医療機関にお  

いても、診療報酬にて新たに評価する考え方を取り入れてはどうか。  

個別分野5 医療機関の整備等（がん診療体制ネットワーク）  

（1）現状と課題  

（ア）地域連携とその他の連携  

国のがん対策推進基本計画にて、地域連携クリティカルパスの推進が定められてい  

るが、負担の大きさに比して医療機関でのインセンティブがなく、普及が進んでい  

ない。また、いわゆる病病連携や薬薬連携についても、十分な評価がされていない。  

（イ）がん診療体制の充実度に応じた評価   

都道府県がん診療連携拠点病院制度と地域がん診療連携拠点病院が整備、指定され  

ているが、拠点病院の指定要件を満たしながらも、地域の事情により指定されてい  

ない医療機関が存在し、がん診療連携拠点病院加算などの支援策が存在しない。  

（ウ）がん難民をなくすために努力している医療機関の評価  

病診連携等の過程で連携がうまくいかず、患者が適切な医療機関を受診できなくな  

る、いわゆるがん難民問題が存在するが、病診連携の充実に努めている医療機関が  
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評価されず、がん難民問題解消に対する努力が進まない実情がある。  

（2）論点  

（ア）地域連携とその他の連携  

がんの地域連携クリティカルパスの策定と普及を推進するた捌こ、診療報酬におい  

て新たに評価する項目を取り入れてはどうか。また、いわゆる病病連携や薬薬連携  

の推進についても、診療報酬にて新たに評価する考え方を取り入れてはどうか。  

（イ）がん診療体制の充実度に応じた評価   

地域の事情により、がん診療連携拠点病院の要件を満たしていながら、その指定を   

受けられない病院に対し、放射線治療、化学療法、緩和ケアをはじめとする診療体   

制が整っている医療機関に対して、現在のがん診療連携拠点病院に準じた診療報酬   

が確保できるよう、評価してはどうか。  

（ウ）がん難民をなくすために努力している医療機関の評価   

地域におけるがん難民の数を把握し、発生原因、防止策を検討し、関係機関とがん   

診療ネットワークを構築して、その低減に向けて努力している医療機関を評価して   

はどうか。または、がん患者に対して適切な医療機関の紹介をせず、結果としてが   

ん難民を生み出している医療機関について、診療報酬を減算してはどうか。  

個別分野6 がん医療に関する相談支援および情報提供  

（1）現状と課題  

（ア）相談支援センターの充実  

がん診療連携拠点病院の相談支援センターの相談員については、相談員を配置する   

インセンティブが医療機関にないために、相談員の配置転換などに伴う離職率が高  

くなり、相談支援センターの質の低下により患者相談が不十分となっている。  

（イ）相談支援センターと患者団体の連携  

国のがん対策推進基本計画にて、がん診療連携拠点病院の相談支援センターと患者  

団体等との連携が記されているが、医療機関へのインセンティブがなく、医療資源  

としての患者団体と相談支援センターの連携体制が進んでいない。  

（2）論点  
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（ア）相談支援センターの充実  

がん診療連携拠点病院の相談支援センターへの専従相談員の配置に対する、がん診  

療連携拠点病院加算の点数を上げることや、国立がんセンターで研修を受けた看護  

師やMSW等の相談員が相談支援センターで受ける相談について、常勤の相談員数   

又は相談実績に応じて、段階的に診療報酬にて新たに評価する考え方はどうか。  

（イ）相談支援センターと患者団体の連携  

一定の質が担保された研修を修了した、患者・家族などのピアサポーターが、がん   

診療連携拠点病院の相談支援センターにて、看護師やMSWと連携して患者相談を  

行う場合や、患者・家族の交流の場を提供している医療機関、患者団体の運営や活   

動に対する技術的な支援を行っている医療機関を、その実績に応じて段階的に診療   

報酬にて新たに評価する考え方を検討してはどうか。  

個別分野7 がん登録  

（1）現状と課題  

（ア）がん登録に関わる職員の配置  

がん登録の推進にあたって、登録事務に関わる職員の育成や採用にあたって負担が  

大きいにもかかわらず、配置に際しての医療機関のインセンティプに乏しいために   

職員の採用が進まず、他の医療従事者にがん登録に係る負担が及んでいる。  

（イ）地域・院内がん登録   

地域がん登録および院内がん登録へ医療機関が参加するインセンティブが乏しく、   

医療機関の参加か進まない。また、がん患者の在宅死を把握するデータが不正確で  

あり、がん登録全体の正確さに影響を与えている。  

（2）論点  

（ア）がん登録に関わる職員の配置   

がん診療連携拠点病院等が、国立がんセンターで研修を受けた診療情報管理士等の   

院内がん登録従事者を配置し、国が定める方式で院内がん登録を実施し、国立がん   

センターにその情報を定期的に提供している場合について、がん診療連携拠点病院   

加算などで評価してはどうか。また、院内がん登録の対象となっていないがん患者   

においては、診療報酬を減算するなどの新しい考え方も検討してはどうか。  
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（イ）地域・院内がん登録   

地域がん登録および院内がん登録に参加する病院について、登録数に応じて段階的  

に病院加算を新たに取り入れてはどうか。また、地域がん登録に参加しない医療機  

関または院内がん登録を実施しない医療機関について、診療報酬の減算を検討して  

はどうか。在宅療養支援診療所から地域がん登録事務局に対して死亡報告をする場   

合、その報告数に応じて段階的に診療報酬を加算してはどうか。  

個別分野8 がんの予防（たばこ対策）  

（1）現状と課題  

（ア）禁煙指導と禁煙対策   

ニコチン依存症の治療の効果に関しては、指導の回数が多いほど禁煙継続率が高い  

傾向があるとされているにもかかわらず、受診回数が制限されている。また、日本  

は「たばこ規制枠組条約」の批准国であるが、禁煙対策が不十分である。  

（2）論点  

（ア）禁煙指導と禁煙対策  

ニコチン依存症管理料について、規定の受診回数の見直しを行ってはどうか。また、  

敷地内禁煙を実施していない医療機関においては、診療報酬を減算するなどの新し  

い考え方も検討してはどうか。  

個別分野9 がんの早期発見（がん検診）  

（1）現状と課題  

（ア）がんの早期発見に貢献している医療機関の評価   

平成19年に策定されたがん対策推進基本計画において、がん検診受診率を5年以  

内に50％以上とする目標値が掲げられているが、現状では目標値に程遠く、診療   

報酬における対応も含めた積極的な受診勧奨策が必要である。  

（2）論点  

（ア）がんの早期発見に貢献している医療機関の評価  
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市町村または企業の実施するがん検診に積極的に協力し、外部及び内部精度管理を  

定期的に実施している医療機関について、精密検査の実施件数、陽性反応的中率に  

応じて段階的に評価してはどうか。または、5つのがんについて検診体制が整って  

いるのにがん検診を受託しない医療機関について、診療報酬を減算してはどうか。  

個別分野10 がん研究  

本分野については、主に補助金、科研費、制度面などにて対応すべき分野と考えられる  

ため、診療報酬での対応策については割愛する。  

個別分野11疾病別対策  

（1）現状と課題  

（ア）小児がんと稀少がん   

小児がんや稀少がんなど、患者数の少ないがんについての医療機関のインセンティ   

ブが乏しく、医療機関は恒常的に赤字での診療を余儀なくされており、医療機関内   

での不採算部門としての閉鎖など、診療内容に影響が出る懸念がある。  

（イ）長期生存者のフォローアップ  

がんの治療成績の向上に伴い、長期生存者が増加しているが、そのフォローアップ  

に伴う医療機関へのインセンティブが乏しく、特に小児がんの長期生存者について   

は、小児がん専門施設・診療科や成人の診療科でのフオ 

、   

（ウ）リンパ浮腫   

リンパ浮腫指導管理料は、対象疾患は子宮、前立腺、乳腺の悪性腫瘍などに限られ、   

また入院治療に限られているが、他の悪性腫瘍や放射線治療によって発症する患者   

や、外来治療中に発症する患者も多く、現実的ではない。  

（2）論点  

（ア）小児がんと稀少がん   

小児がん専門施設・診療科や都道府県拠点病院などにおいては、小児がんや診断の   

困難な稀少がん（例：褐色細胞腫、成人丁細胞白血病）の診断・治療に対する加算、   

当該医療機関や診療科での診断、調剤の手間に対する加算、子どものための遊戯ス   

ペースや看病する親のための宿泊施設を設置している医療機関に対する加算など、  
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診療報酬での新しい考え方を取り入れてはどうか。  

（イ）長期生存者のフォローアップ   

がんの長期生存者に対するメンタルケアなど、積極的にフォローアップを行ってい   

ることを診療報酬で評価するとともに、特に小児がんについては、小児がん登録に   

協力している医療機関や成人の診療科での小児がんのフォローアップに対して加   

算するなど、新しい考え方を取り入れてはどうか。  

（ウ）リンパ浮腫   

リンパ浮腫指導管理料について、子宮、前立腺、乳腺など一部の悪性腫瘍や治療に   

限られているが、対象疾患を悪性腫瘍全般に拡大し、放射線治療後の患者にも適用   

するなど、評価の対象範囲を拡大するとともに、外来においても評価してはどうか。  
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